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(単位：千円)

資産の部
Ⅰ　固定資産

１ 　有形固定資産
 　 土地 22,638,848

   　建物 18,113,858
 減価償却累計額 △ 1,872,013 16,241,845

  　構築物 1,120,001
 減価償却累計額 △ 200,812 919,189

  　機 械 装 置 29,143
 減価償却累計額 △ 8,757 20,386

  　工具 器具 備品 1,778,510
 減価償却累計額 △ 760,653 1,017,856

  　図書 4,369,253
 　 美術品 ・ 収蔵品 71,360

    　船舶 152
 減価償却累計額 △ 152 0

 　 車両 運搬具 27,096
 減価償却累計額 △ 13,173 13,923

  　 　有形固定資産合計 45,292,662
２　 無形固定資産

　　特許権仮勘定 1,293
  　電話加入権 1,666
 　 ソフトウエア 16,692
 　  　無形固定資産合計 19,651
      　固定資産合計 45,312,313

Ⅱ　流動資産
 　 現金及び預金 2,912,468
  　未収学生納付金収入 21,432
  　その他の未収入金 9,214
  　たな卸資産 2,566
  　前払費用 2,531
　　仮払金 128
  　立替金 3,962
　　 　流 動 資 産 合 計 2,952,303

 資産合計 48,264,617

負債の部
Ⅰ  固定負債

         資産見返負債
        資産見返運営費交付金等 473,228
        資産見返補助金等 4,105
      　資産見返寄附金 239,863
     　 資産見返物品受贈額 4,481,099
     　 特許権仮勘定見返運営費交付金 1,293 5,199,590
    　  固定負債合計 5,199,590

Ⅱ  流動負債
 　  　　運営費交付金債務 615,062

　  　　寄附金債務 540,280
　  　　前受受託研究費等 35,446
　  　　預り科学研究費補助金等 620
 　 　　前受金 85,728
 　 　　預り金 85,442
　  　　未払金 1,551,103
 　 　　前受収益 26
 　 　　未払消費税等 1,242
 　   　流動負債合計 2,914,953

    負債合計 8,114,543

資本の部
Ⅰ　資本金

 　 　　政府出資金 38,843,454
   　資本金合計 38,843,454

Ⅱ　資本剰余金
　  　　資本剰余金 3,017,810
　  　　損益外減価償却累計額（－） △ 2,468,167
 　   　資本剰余金 合 計 549,642

Ⅲ　利益剰余金
　　　　教育研究の質の向上・組織運営改善積立金 156,470
　　　　積立金 120,872
         当期未処分利益 479,633
        （うち当期総利益 479,633,108円）
      利益剰余金 合 計 756,976

  資本合計 40,150,074
     負債資本合計 48,264,617

（注）　運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 9,558,773千円

貸  借  対  照  表

国立大学法人茨城大学

（ 平 成 １８ 年 ３ 月３ １ 日 ）

－１－



(単位：千円)

経常費用
業務費

教育経費 1,180,798
研究経費 600,808
教育研究支援経費 273,139
受託研究費等 234,179
受託事業費等 82,102
役員人件費 85,452
教員人件費

常勤教員給与 7,426,978
非常勤教員給与 285,702 7,712,681

職員人件費
常勤職員給与 2,316,775
非常勤職員給与 328,069 2,644,844 12,814,007

一般管理費 479,610 479,610
雑　　　損

雑　　　損 1,161 1,161

経常費用合計 13,294,778

経常収益
運営費交付金収益 7,521,974
授業料収益 4,503,818
入学金収益 659,470
検定料収益 185,953
受託研究等収益

受託研究等収益（国及び地方公共団体） 148,768
受託研究等収益（他の主体） 86,103 234,871

受託事業等収益
受託事業等収益（国及び地方公共団体） 9,299
受託事業等収益（他の主体） 73,333 82,633

寄附金収益 202,443
施設費収益 27,450
補助金等収益 22,670
財務収益

受取利息 35
為替差益 7 42

雑　　　益
財産貸付料収入 55,820
入場料収入 18,429
講習料収入 1,654
手数料収入 285
物品等売払収入 14,974
研究関連収入 20,580
その他の雑益 33,854 145,598

資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金等戻入 52,837
資産見返寄附金戻入 30,648
資産見返物品受贈額戻入 103,904
資産見返補助金等戻入 93 187,484

経常収益合計 13,774,411

経常利益 479,633

当期純利益 479,633

当期総利益 479,633

損 益 計 算 書
（ 平 成 １７年 ４ 月 １ 日 ～　平 成 １８年 ３ 月３ １ 日 ）

国立大学法人茨城大学
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(単位：千円）
Ⅰ　業務活動によるキャッシュ･フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 1,732,488
人件費支出 △ 9,969,226
その他の業務支出 △ 500,976
運営費交付金収入 8,021,110
授業料収入 4,225,889
入学金収入 657,919
検定料収入 185,953
受託研究等収入 249,793
受託事業等収入 84,232
寄附金収入 402,271
財産貸付料収入 74,102
補助金収入 26,869
その他の業務収入 71,343
預り金の増加 22,249

小　計 1,819,042
　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,819,042

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 477,626
施設費による収入 39,000

小　計 △ 438,626
利息及び配当金の受取額 35

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 438,591

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー ―

Ⅳ　資金に係る換算差額 ―

Ⅴ　資金増加額（又は減少額） 1,380,451

Ⅵ　資金期首残高 1,532,016

Ⅶ　資金期末残高 2,912,468

（注）
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳　「現金及び預金」 2,912,468

２．重要な非資金取引

（１）無償譲与による資産の取得 155,346

（２）施設整備資金借入金の返済額及び補助金の受入額 2,750,689
　　 が相殺されて表示されている。

キャッシュ・フロー計算書
（平成１７年４月１日　～　平成１８年３月３１日）

－３－



(単位：千円）

Ⅰ　当期未処分利益 479,633
当期総利益 479,633

Ⅱ　利益処分額

積立金 155,946

国立大学法人法第３５条において準用する
独立行政法人通則法第４４条第３項により
文部科学大臣の承認を受けようとする額

教育研究の質の向上・組織運営改善積立金 323,686 479,633

利益の処分に関する書類　（案）
(平成　　年　　月　　日）

－４－



         （単位：千円）
Ⅰ　業務費用
　　　（１）　損益計算書上の費用

業務費 12,814,007
一般管理費 479,610
雑損 1,161 13,294,778

　　　（２）　（控除）自己収入等
授業料収益 △ 4,503,818
入学料収益 △ 659,470
検定料収益 △ 185,953
受託研究等収益 △ 234,871
受託事業等収益 △ 82,633
寄附金収益 △ 202,443
財務収益 △ 42
雑益 △ 125,018
資産見返寄附金戻入 △ 30,648 △ 6,024,901

業務費用合計 7,269,877

Ⅱ　損益外減価償却相当額
損益外減価償却相当額 1,220,450
損益外固定資産除却相当額 0 1,220,450

Ⅲ　引当外退職給付増加見積額 △ 603,345

Ⅳ　機会費用
国又は地方公共団体の無償又は減額された 40,320
使用料による貸借取引の機会費用
政府出資の機会費用 683,612
無利子又は通常よりも有利な条件による 48,687 772,621
融資取引の機会費用

Ⅴ　（控除）国庫納付額 ―

Ⅵ　国立大学法人等業務実施コスト 8,659,603

注）国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法

    　１）国等の財産の無償使用又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法
　　　　　近隣の地代や物件の貸借料を参考に計算している。
　　　２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
　　　　　10年利付政府保証債の平成18年3月末利回りを参考に1.770%で計算している。

 ３）国等から無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利率
　 　10年利付政府保証債の平成18年3月末利回りを参考に1.770%で計算している。

国立大学法人等業務実施コスト計算書
（平成１７年４月１日　～　平成１８年３月３１日）

－５－



(1) 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８３ 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細

     （単位：千円）

当期償却額

建物 17,978,543 － 0 17,978,543 1,863,749 935,049 16,114,794

構築物 1,085,223 11,550 0 1,096,773 197,920 99,330 898,853

機械装置 29,143 － － 29,143 8,757 3,486 20,386

工具 器具 備品 760,779 － － 760,779 397,024 182,225 363,754

船舶 152 － － 152 152 76 0

車両 運搬具 1,245 － － 1,245 563 281 681

計 19,855,086 11,550 0 19,866,636 2,468,167 1,220,450 17,398,468

建物 106,767 28,548 － 135,315 8,264 7,649 127,051

構築物 12,838 10,390 － 23,228 2,892 2,032 20,336

工具 器具 備品 731,993 296,392 10,654 1,017,731 363,628 214,595 654,102

図書 4,321,964 48,310 1,022 4,369,253 － － 4,369,253

車両 運搬具 25,851 － － 25,851 12,609 5,828 13,241

計 5,199,415 383,641 11,676 5,571,379 387,394 230,105 5,183,985

土地 22,638,848 － － 22,638,848 － － 22,638,848

美術品 71,360 － － 71,360 － － 71,360

建設仮勘定 1,260 1,825 3,085 － － － －

計 22,711,468 1,825 3,085 22,710,208 － － 22,710,208

土地 22,638,848 － － 22,638,848 － － 22,638,848

建物 18,085,310 28,548 0 18,113,858 1,872,013 942,698 16,241,845

構築物 1,098,061 21,940 0 1,120,001 200,812 101,363 919,189

機械装置 29,143 － － 29,143 8,757 3,486 20,386

工具 器具 備品 1,492,772 296,392 10,654 1,778,510 760,653 396,820 1,017,856

図書 4,321,964 48,310 1,022 4,369,253 － － 4,369,253

美術品 71,360 － － 71,360 － － 71,360

船舶 152 － － 152 152 76 0

車両 運搬具 27,096 － － 27,096 13,173 6,109 13,923

建設仮勘定 1,260 1,825 3,085 － － － －

計 47,765,970 397,017 14,762 48,148,224 2,855,562 1,450,555 45,292,662

電話加入権 1,666 － － 1,666 － － 1,666

ソフトウェア 30,824 － － 30,824 14,132 6,975 16,692

特許権仮勘定 － 1,293 － 1,293 － － 1,293

計 32,490 1,293 － 33,784 14,132 6,975 19,651

無形固定資産

有形固定資産合
計

非償却資産

当期減少額

有形固定資産
（特定償却資産

以外）

資産の種類 期首残高 当期増加額

有形固定資産
（特定償却資産）

摘要期末残高 差引当期末残高
減価償却累計額

―６―



(2)　たな卸資産の明細

（単位：千円）

当期購入・製造・振
替

その他 払出・振替 その他

貯蔵品 2,128 15,208 ― 14,770 ― 2,566

計 2,128 15,208 ― 14,770 ― 2,566

(3)　無償使用国有財産等の明細

面積 機会費用の金額

（㎡） （千円）

自動車保管場所敷地 日立市鮎川町6－9－21 312.50 － 867 合同宿舎

自動車保管場所敷地 つくば市並木2－8 12.50 － 36 合同宿舎

自動車保管場所敷地 つくば市並木2－10－1 37.50 － 108 合同宿舎

自動車保管場所敷地 つくば市並木4－3－2 12.50 － 36 合同宿舎

自動車保管場所敷地 つくば市並木4-10-1 25.00 － 72 合同宿舎

自動車保管場所敷地 つくば市吾妻1－1－1 12.50 － 36 合同宿舎

小計 412.50 1,155

職員宿舎 日立市鮎川町6－9－21 1602.25 RC-C 18,496 合同宿舎

職員宿舎 つくば市並木2－8 73.78 RC-D 1,070 合同宿舎

職員宿舎 つくば市並木2－10－1 147.56 RC-C 2,140 合同宿舎

職員宿舎 つくば市並木4－3－2 64.46 RC-C 934 合同宿舎

職員宿舎 つくば市並木4-10-1 64.89 RC-C 942 合同宿舎

職員宿舎 つくば市吾妻1－1－1 25.68 RC-B 403 合同宿舎

小計 1978.62 23,987

工具器具備品 ｼｸﾞﾅﾙﾒﾓﾘｺﾝﾊﾞｰﾀ他 工学部 11,334

ソフトウェア 結晶観察部制御ｿﾌﾄ他 工学部 3,844

40,320

(4)　ＰＦＩの明細

     該当がないため、記載を省略する。

(5)　有価証券の明細

(5)－１　流動資産として計上された有価証券

     該当がないため、記載を省略する。

(5)－２　投資その他の資産として計上された有価証券

     該当がないため、記載を省略する。

(6)　出資金の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(7)　長期貸付金の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(8)　借入金の明細

（単位：千円）

区分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 平均利率（％） 返済期限 摘要

産業投資特別 （         -）

会計借入金 2,750,689 ― 2,750,689 ― ― 無利息借入金

（         -）

計 2,750,689 ― 2,750,689 ― ―

（注）（　）内は、1年以内返済予定額を記載している。

当期増加額 当期減少額

建物

土地

合計

期末残高 摘　要

区分 種別 所在地 構造 摘要

種　類 期首残高

－７－



(9)　国立大学法人等債の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(10) 引当金の明細

(10)－１　引当金の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(10)－２　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(10)－３　退職給付引当金の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(11)　保証債務の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(12)　資本金及び資本剰余金の明細

（単位：千円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

政府出資金 38,843,454 ― ― 38,843,454

計 38,843,454 ― ― 38,843,454

資本剰余金

(11,550)

170,416 11,550 ― 181,966 固定資産の取得

　補助金等 12,129 2,750,689 ― 2,762,818
国立大学法人施設
整備資金貸付金の
償還

　寄附金等 100 ― ― 100 非償却資産の取得

　国からの譲与 72,925 ― ― 72,925 非償却資産の承継

　政府出資 △0 ― 0 △0 出資財産の除却

計 255,571 2,762,239 0 3,017,810

損益外減価償却
累計額

1,247,717 1,220,450 ― 2,468,167

差引計 △992,146 1,541,788 0 549,642

(注)　資本剰余金の施設費当期増加額の（　）書きは、国立大学財務・経営センターからの受入相応額である。

資本剰余金

区分

資本金

　施設費

－８－



(13)　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

(13)－１　積立金の明細

（単位：千円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

準用通則法第44条第1項積立金 ― 120,872 ― 120,872
当期増加額は、平成
16年度利益処分に
伴うもの

準用通則法第44条第3項教育研
究の質の向上・組織運営改善積

立金
― 156,470 ― 156,470

当期増加額は、平成
16年度利益処分に
伴うもの

計 ― 277,343 ― 277,373

(13)－２　目的積立金の取崩しの明細

      該当がないため、記載を省略する。

－９－



(14)　業務費及び一般管理費の明細

（単位：千円）

教育経費

　　消耗品費 184,235

　　備品費 62,920

　　印刷製本費 47,293

　　図書費 33,027

　　水道光熱費 186,025

　　旅費交通費 29,089

　　通信運搬費 5,528

　　賃借料 44,525

　　車両燃料費 6,184

　　福利厚生費 9,249

　　保守費 81,682

　　修繕費 84,861

　　損害保険料 696

　　広告宣伝費 14,607

　　行事費 1,096

　　諸会費 2,486

　　会議費 1,110

　　報酬・委託・手数料 18,142

　　奨学費 267,361

　　減価償却費 69,291

　　貸倒損失 9,606

　　雑費 21,775 1,180,798

研究経費

　　消耗品費 119,542

　　備品費 76,659

　　印刷製本費 28,216

　　図書費 44,342

　　水道光熱費 78,779

　　旅費交通費 71,881

　　通信運搬費 2,819

　　賃借料 8,332

　　車両燃料費 380

　　福利厚生費 495

　　保守費 41,744

　　修繕費 22,162

　　損害保険料 36

　　広告宣伝費 1,213

　　諸会費 6,255

　　会議費 30

　　報酬・委託・手数料 3,321

　　減価償却費 87,114

　　雑費 7,479 600,808

－１０－



教育研究支援経費

　　消耗品費 21,933

　　備品費 4,422

　　印刷製本費 18,016

　　図書費 16,602

　　水道光熱費 24,820

　　旅費交通費 1,736

　　通信運搬費 26,276

　　賃借料 128,128

　　車両燃料費 898

　　保守費 15,217

　　修繕費 1,667

　　損害保険料 9

　　広告宣伝費 760

　　行事費 206

　　諸会費 208

　　会議費 118

　　報酬・委託・手数料 996

　　奨学費 4,000

　　減価償却費 3,951

　　雑費 3,165 273,139

受託研究費 234,179

受託事業費 82,102

役員人件費

　　報酬 58,394

　　賞与 20,644

　　法定福利費 6,414 85,452

教員人件費

　常勤教員給与

　　給料 4,172,384

　　賞与 1,639,026

　　退職給付費用 894,236

　　法定福利費 721,331 7,426,978

　非常勤教員給与

　　給料 279,429

　　法定福利費 6,272 285,702 7,712,681

職員人件費

　常勤職員給与

　　給料 1,341,607

　　賞与 444,090

　　退職給付費用 303,325

　　法定福利費 227,752 2,316,775

　非常勤職員給与

　　給料 255,872

　　賞与 33,916

　　退職給付費用 4,491

　　法定福利費 33,788 328,069 2,644,844

－１１－



一般管理費

　　消耗品費 54,697

　　備品費 15,405

　　印刷製本費 17,493

　　図書費 19,492

　　水道光熱費 39,664

　　旅費交通費 23,822

　　通信運搬費 26,563

　　賃借料 14,738

　　車両燃料費 10,577

　　福利厚生費 5,088

　　保守費 90,614

　　修繕費 49,760

　　損害保険料 7,745

　　広告宣伝費 16,845

　　行事費 723

　　諸会費 5,491

　　会議費 618

　　報酬・委託・手数料 32,079

　　租税公課 10,964

　　減価償却費 26,104

　　雑費 11,119 479,610

－１２－

（注）　常勤・非常勤の定義については、「国立大学法人等の役員の報酬等及び教職員の給与の水準の公表方法等について（ガ
イドラン）」（総務大臣策定）による。



(15)　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

(15)－１　運営費交付金債務

（単位：千円）

当期振替額

運営費交付金収益
資産見返運営費

交付金
特許権仮勘定見
返運営費交付金

資本剰余金 小計

平成16年度 280,308 ― 280,308 ― ― ― ― ―

平成17年度 ― 8,021,110 7,241,666 163,087 1,293 ― 7,686,356 615,062

合計 280,308 8,021,110 7,521,974 163,087 1,293 ― 7,686,356 615,062

(15)－２　運営費交付金収益

（単位：千円）

業務等区分 16年度交付分 17年度交付分 合計

期間進行基準 ― 6,256,945 6,256,945

成果進行基準 ― 64,927 64,927

費用進行基準 280,308 919,793 1,200,101

合計 280,308 7,241,666 7,521,974

(16)  運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細 

(16)－１　施設費の明細

（単位：千円）

建設仮勘定
見返施設費等

資本剰余金 その他

営繕事業 39,000 － 11,550 27,450

計 39,000 － 11,550 27,450

(16)－２　補助金等の明細

（単位：千円）

建設仮勘定
見返補助金等

資産見返補助金等 資本剰余金 長期預り補助金等 収益計上

施設整備資金貸
付償還時補助金

2,750,689 ― ― 2,750,689 ― ―

大学改革推進等
補助金

19,700 ― 3,642 ― ― 16,057

研究拠点形成費
等補助金

2,794 ― ― ― ― 2,794

建設技術研究開
発費補助金

4,375 ― 556 ― ― 3,818

合計 2,777,558 ― 4,198 2,750,689 － 22,670

摘要

摘要

当期振替額

区分 当期交付額

左の会計処理内訳

区分 当期交付額

期末残高交付年度 期首残高
交付金当期交付

額

－１３－



（17）役員及び教職員の給与の明細

（単位：千円／人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員

73,302 5

(73,302) ― ―

非常勤 5,736 2 ― ―

計 79,038 7 ― ―

7,597,108 938 1,197,561 43

(7,597,108) (1,193,806)

非常勤 553,736 557 4,491 32

計 8,150,845 1,495 1,202,053 75

7,670,410 943 1,197,561 43

(7,670,410) (1,193,806)

非常勤 559,472 559 4,491 32

計 8,229,883 1,502 1,202,053 75

（注）　1.　役員に対する報酬等の支給の基準の概要

　　       　役員に対する給与及び退職手当の支給基準は、国立大学法人茨城大学役員給与規程及び役員退職金規程による。

　　　  2.　教職員に対する給与及び退職手当の支給の基準の概要

　　　　　  教職員に対する給与及び退職手当の支給基準は、国立大学法人茨城大学教職員給与規程及び教職員退職金規程

　　　　　　による。

　　　　3.　支給人員数は、年間平均支給人員数による。

　　　　4.　法定福利費は、上記に含めていない。

　　　　5.　常勤・非常勤の定義等は、「国立大学法人等の役員の報酬等及び教職員の給与の水準の公表方法等について（ガイド

　　　　　　ライン）」（総務大臣策定）に準じている。

　　　　6.　常勤の（　）書きは、退職金相当額を運営費交付金で措置する必要がある役職員の支給額。

報酬又は給与 退職給付

合計

区分

役員

教職員

常勤

常勤

常勤

－１４－



(18) 開示すべきセグメント情報

     セグメント区分をしていないため、記載を省略する。

(19）寄附金の明細

区分 当期受入 件数 摘要

（千円） （件）

402,271 171

(20)受託研究の明細

(単位：千円)

区分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

(21)共同研究の明細

(単位：千円)

区分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

(22)受託事業等の明細

(単位：千円)

区分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高

合計

―合計 1,675 122,281 123,956

35,446合計 18,743 127,618 110,915

－農学部 － 72,683 72,683

－

その他 －

合計 － 82,633 82,633

9,949 9,949 －

－１５－



(23)科学研究費補助金の明細

(単位:千円）

当期受入額 件数 摘要

(39,403)

18,270

(134,831)

―

(70,835)

―

(5,390)

2,310

(41,425)

―

(72,500)

―

(7,509)

―

(7,900)

―

(1,200)

―

(10,000)

―

(390,994)
20,580

(注）間接経費相当額は下段、直接経費相当額については、外数で（　）内に記載している。

175合計

廃棄物処理等科学研究費
補助金

厚生労働省科学研究費
補助金

11

34

9

7

1

2

62

1

32

16

萌芽研究

若手研究（Ａ）

若手研究（Ｂ）

特定領域研究

特別研究員奨励費

種目

基盤研究（Ａ）

基盤研究（Ｂ）

基盤研究（Ｃ）

－１６－



(24)主な資産、負債、費用及び収益の明細

①現金及び預金

(単位：千円)

区分 金額 摘要

現金 661

当座預金 1,332

普通預金 2,910,473

合計 2,912,468

②資産見返物品受贈額

(単位：千円)

区分 金額 摘要

工具器具備品 186,255

図書 4,264,909

車両運搬具 13,241

ソフトウェア 16,692

合計 4,481,099

－１７－



 
 

(重要な会計方針) 

１． 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

原則として、期間進行基準を採用している。 

なお、退職一時金については費用進行基準を、また、「特別教育研究経費」「特殊要因経費」に充当される運営

費交付金の一部については、文部科学省の指定に従い成果進行基準あるいは費用進行基準を採用している。 

(会計方針の変更) 

   「特別教育研究経費」「特殊要因経費」に充当される運営費交付金については、従来、期間進行基準を採用して

いたが、当事業年度より、当該運営費交付金の一部について、文部科学省の指定に従い成果進行基準あるい

は費用進行基準を採用することに変更した。 

   この変更は、「運営費交付金債務の収益化における変更点等（通知）」(平成 17 年 1 月 31 日文部科学省)におい

て、当事業年度以降における運営費交付金債務の収益化の取扱いの変更点が明記されたことに伴うものであ

る。この変更による影響はない。 

２． 減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産 

定額法を採用している。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としているが、主な資産の耐用年数は以下のとおりである。 

建物     ７～５０年 

附属設備          ３～１８年 

構築物     ３～１５年 

機械装置     ２～１５年 

工具、器具及び備品   ２～２０年 

車両運搬具        ２～２０年 

   なお、受託研究収入によって購入した固定資産は、研究期間を耐用年数としている。 

また、特定の償却資産(国立大学法人基準第 83)の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資

本剰余金から控除して表示している。 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間(５年)に基づいている。 

３． 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上していな

い。 

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準第 84 第 4 項に基づき

計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。 

４． たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準  低価法 

評価方法  移動平均法 

５． 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。 

６． 国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

(1)国等の財産の無償使用又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

近隣の地代や物件の貸借料を参考に計算している。 

(2)政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付政府保証債の平成 18 年 3 月末利回りを参考に 1.770％で計算している。 

(3)国等から無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付政府保証債の平成 18 年 3 月末利回りを参考に 1.770％で計算している。 

 

 

－１８－ 



 
 

７． リース取引の会計処理 

リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

８． 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。 

９． 財務諸表及び附属明細書の表示単位 

   財務諸表及び附属明細書は、千円未満切捨てにより作成している。 

 

（重要な債務負担行為） 

   該当なし 

 

（重要な後発事象） 

   該当なし 
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平成１７年度

決算報告書

国立大学法人茨城大学

第２期事業年度

自 平成17年 4月 1日
至 平成18年 3月31日



- 1 -

（様式２）
平成１７年度 決算報告書

国立大学法人茨城大学
（単位：百万円）

区分 予算額 決算額 差 額 備 考
（決算－予算）

収入

運営費交付金 ８，０２１ ８，０２１ ０

施設整備費補助金 ３９ ３９ ０ （注１）

施設整備資金貸付償還時補助金 ９１７ ２，７５１ １，８３４ （注２）

補助金等収入 ０ ２７ ２７

自己収入 ５，１７９ ５，２０８ ２９

授業料、入学料及び検定料収入 ５，０９１ ５，０６４ （注３）

財産処分収入 ０ ０

雑収入 ８８ １４４ （注４）

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ３５０ ７３４ ３８４ （注５）

長期借入金収入 ０ ０ ０

計 １４，５０６ １６，７８０ ２，２７４

支出

業務費 １０，２２５ ９，３１０ △９１５ （注６）

教育研究経費 １０，２２５ ９，３１０

一般管理費 ２，９７５ ３，１１２ １３７

施設整備費 ３９ ３９ ０ （注１）

補助金等 ０ ２７ ２７

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 ３５０ ４８１ １３１ （注７）

長期借入金償還金 ９１７ ２，７５１ １，８３４ （注８）

計 １４，５０６ １５，７２０ １，２１４

収入－支出 ０ １，０６０



- 2 -

○予算と決算の差異について

（注１）施設整備費補助金（国立大学財務・経営センター施設費交付金）については、予算区分変

更となっている。

（注２）施設整備資金貸付金償還時補助金については、平成１７年度補正予算により繰上げ償還

を行ったため、予算金額に比して決算金額が１，８３４百万円多額となっている。

（注３）授業料、入学料及び検定料収入については、授業料収入減により、予算金額に比して決

算金額が２７百万円少額となっている。

（注４）雑収入については、主として科学研究費補助金間接経費収入増により２０百万円、産業技

術研究助成事業間接経費収入増により８百万円、茨城県文化振興協会の解散に伴う

五浦美術研究所入場料の徴収１８百万円、農場収入増により２百万円等により、予算金

額に比して決算金額が５６百万円多額となっている。

（注５）予算段階では予定していなかった国（の各組織、特殊法人及び民間）からの受託研究の獲

得に努めたため、予算金額に比して３８４百万円決算金額が多額となっている。

（注６）業務費については、経費の節減に努めたため、予算金額に比して決算金額が９１５百万円

少額となっている。

（注７）（注５）に示した理由等により、予算金額に比して決算金額が１３１百万円多額となってい

る。

（注８）（注２）に示した理由等により、予算金額に比して決算金額が１，８３４百万円多額となってい

る。

【作成上の留意点】

平成17年度事業報告書同様、特許権及び版権に係る収入・収益は、原則として、「雑収入」、に

計上してください。平成17年年度計画の予算において、特許権及び版権に係る収入を「産学連携

等研究収入及び寄附金収入等」に計上していた場合は、上記の取扱いによる予算額、決算額及

びその差額について注記してください。

また、「補助金等収入」等今回新たに追加する区分については、別紙１「国立大学法人○○大

学事業報告書（例）」の「Ⅵ．予算（人件費見積含む。）、収支計画及び資金計画」「１．予算」の（注

１）～（注３）に基づき、必要に応じ計上することとしてください。


	平成17年度財務諸表【ＨＰ掲載】-1.pdf
	平成17年度財務諸表【HP】表紙.pdf
	平成17年度財務諸表【HP】目次.pdf
	平成17年度財務諸表【HP】貸借.pdf
	平成17年度財務諸表【HP】損益.pdf
	平成17年度財務諸表【HP】ＣＦ.pdf
	平成17年度財務諸表【HP】利益.pdf
	平成17年度財務諸表【HP】コスト.pdf
	平成17年度財務諸表【HP】-1.pdf
	平成17年度財務諸表【HP】2-8.pdf
	平成17年度財務諸表【HP】9-12.pdf
	平成17年度財務諸表【HP】-13.pdf
	平成17年度財務諸表【HP】-14.pdf
	平成17年度財務諸表【HP】15-16.pdf
	平成17年度財務諸表【HP】-17.pdf
	平成17年度財務諸表【HP】-18.pdf
	平成17年度財務諸表【HP】-23.pdf
	平成17年度財務諸表【HP】-24.pdf
	重要な会計方針.pdf

	平成17年度決算報告書【ＨＰ掲載】-2.pdf
	決算報告書表紙.pdf
	Taro-H17決算報告書.pdf




